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１、低迷する姉妹都市
　１）背景と理由
　我が国の姉妹都市提携総数は1661件（2014年４月末時点）である。累計では米国がトッ
プで440件、２位の中国が訳350件と圧倒的に多い。自治体国際化協会の資料によれば、姉
妹都市の締結件数が13年度は13件（最多は1994年度が73件、2000年以降では02年度が42件）
と、最近伸び悩んでいることがわかる。その理由として挙げられるのが各自治体の財政事
情によるものとなる。更に、不振な理由として提携の効果が住民に分かりにくいことが指
摘される。
　日本経済はバブル崩壊後“失われた10年”が ｢失われた20年｣ と言われ、デフレからの脱
却が大きな政策課題となっていた。経済の伸び悩みによる税収の伸び悩みの影響から自治
体が姉妹都市の取り組みにおいて後ろ向きになることは否めないが、果たしてそれが大き
な理由だろうか。姉妹都市の取り組みには、どれだけの資金がともなうのだろうか。例え
ば、栃木県の那須塩原市では町村合併からの10年を記念して姉妹都市に意欲的で、この度、
オーストリアのリンツ市と協定を結ぶことにした。同市が海外の都市と姉妹都市を締結す
るのは今回が初めてとなる。市側ではその狙いを ｢市のイメージアップにつながる｣ と期
待している。平成の大合併が終わり、生まれ変わった各自治体では、とりわけ市・区と言
われるレベルで新しい取り組みがスタートすることも期待できよう。
　一方、最近の姉妹都市の交流内容を分析すると、住民が姉妹都市に望む内容に変化があ
るようにも思われる。従来の交流の中味が繰り返されると、その内容が若年層によるホー
ムステイ等、パターン化し必ずしも姉妹都市の新機軸を打ち出せないのではないかと言っ
た一抹の迷いもある。総数で1600件を超えるこれまでの姉妹都市が何らかの新たな魅力を
発揮することが、これからの件数を増やすのに有効的、魅力的となるのではないかと考え
る。姉妹都市が低調にならないためにも、各自治体で姉妹（友好）都市交流が脚光を浴び
回復するためにも民間活力（NPO）を活かすなど、交流の内容と運営を工夫することが
これからの行方を左右するものといえよう。
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　２）最近の特徴
　我が国の姉妹都市数は累計で1600を超える。対相手国別にみるとアメリカと中国が圧倒
的に多く、ほぼ全体の半分を占めている。姉妹都市の歩みを遡ると、1955年に長崎市がア
メリカのセントポール（ミネソタ州）と提携したのが最も古く、既に60年近い歴史と実績
がある。姉妹都市締結の当初はどちらかと言えば、相手地域はアメリカが主体であった
と言えようが、中国との間では、1979年に東京都が北京市と提携した友好都市を皮切りに、
1980年代に23件、1990年代に10件（いずれも都道府県レベル）を数えていることからも判
るように、80年代から90年代にかけて中国と日本との間で友好交流が活発化したことを読
み取ることができる。さらに、自治体別に分けてみると1600件を超える友好都市で圧倒的
に多いのは市区レベルの提携で、全体の訳74％を占める。そのなかで、中国との提携349
件では市区レベルでの提携件数が78％を占め、全国レベルを上回っているのは最近の傾向
かと考えられる。
　日中間の提携では、日本の各自治体と江蘇省及び浙江省との間で締結されている件数が
注目される。両省内にある自治体と交流を結んでいる日本の市レベルの自治体数は、江蘇
省では大阪の池田市などが蘇州市（1981年）他と43件、浙江省では岐阜市が杭州市（1979
年）他と33件にも及んでいる。最近では、埼玉県の岩手県の平泉町が浙江省の天台県（2010
年）、奈良市が江蘇省の揚州市（2010年）と提携し、両省との交流は近年までブームを興し、
続いていた。
　ところが、これからは東南アジア諸国との経済交流が増し、日本への関心が深まるに連
れて、姉妹都市の提携もそうした地域との交流が増えてくるものと考えられる。目下のと
ころ、相手国別にみると大韓民国（145件）を除けば、インドネシア（７件）、タイ（５件）、
台湾（13件）、ベトナム（２件）、マレーシア（２件）とASEAN諸国の国々との姉妹都市
は件数が必ずしも多くないので分析に値する程の内容は乏しい。だが、考えられることと
して、“遠い親類より近くの他人”の例えのように、経済活動の深化とともに姉妹都市交流
も増加して行くのが当然のことと言える。
　内容と形式は最も一般的なホーム・ステェーから始まり、各地域が育んできた歴史的経
緯による固有の伝統芸能まで幅広いものとなり、相互理解に貢献するものになるだろう。
言い換えるならば、時代はこれまでの“脱亜入欧”から“脱欧入亜”へと転換し、“後進が先進
を見習う”と言う図式を問い直す時が到来していると言えるかもしれない。姉妹都市活動
の活発化にとってともすれば弊害・障壁であったこれまでの経済的負担を克服するような
形態を模索するようになる。
　住民の意向を反映しないような姉妹都市交流が限界に来ているとすれば、これからの交
流では如何にして、過度な経済的負担を伴わないような運営方法が問われよう。
455
姉妹都市の省察（下）
図表－１　日本と中国の姉妹都市（地域別数）
都道府県 市 区 町 村 その他 計
~1980 1 13 14
1981〜1990 23 80 1 1 1 106
1991〜2000 12 97 7 25 3 144
2001〜2010 65 1 10 1 1 78
2011〜 6 1 1 8
（出所）：「日本の姉妹都市自治体一覧　2013」より作成
２、姉妹都市の運営
　１）組織論からのアプローチ
　最近の非営利組織ブームを念頭に置きながら、姉妹都市交流を組織面から考えると、そ
の運営は曖昧模糊とした組織で行われていると考えられる。以下では先ず、組織を広義と
狭義に別けて考えると、近年の傾向を知ることができる。
　広義には、組織は公的部門（PUBLIC　SECTOR）と私的部門（PRIVATE　SECTOR）
に二分される。前者を政府部門と言い、自治体が該当する。後者は民間部門を指し企業が
該当する。一般的には、前者に従事する者を公務員と呼ぶのに対して、後者の従事者を通
常ビジネスマン（会社員）と呼ぶ。更に、組織を狭義（経営的）の視点から捉えると、そ
の組織は企業規模で分けられる。一方を大企業、他方を中小企業（一部には、零細企業）
と呼ぶことが多い。起業（スタートアップ）から始まり、企業が進化し中小企業へ、そし
て大企業へと組織は肥大化していく。スタートアップ間もない中小企業のなかには、研究
開発型企業（いわゆるベンチャー企業：VB）と将来性を期待される企業が含まれる。
　最近、｢民営化｣、あるいは ｢官から民へ｣ と言うセリフか流行り、両者は対比されるこ
とが多い。その背後には、経済効率を問うことが多く、広義に言う組織の問題である。言
い換えるならば、官の非効率に対して民の効率を優先する選択である。肥大化し変化を求
めない官僚組織による仕組を改めて、変化に対応できる組織へ転換させることに等しい。
　姉妹都市をどのように運営するのかを考える場合にも、これまでの推進が官（自治体の
首長による提携書、議会の承認）から始まって、住民参加による交流の積み重ねが実績と
なっていた。ところが、年々繰り返される交流に伴い経費の負担が増えることによる財政
的行き詰まりから、交流を民へ移行する考え方が背後、潜在的に姉妹都市件数の伸び悩み
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になっている。
　大きな政府か？それとも小さな政府か？先進各国では政府の役割が肥大化し、それにと
もなって財政支出が増大し、経済社会の行くに様々な問題が投げかけられている。他方、
社会福祉の充実も財政の増大に拍車をかけることになった。各国、各自治体では税制を改
革する一方、悪化の一途をたどる財政に新たな手法として“小さな政府”をキャッチフレー
ズに掲げ、行政が担いきれない環境問題や街づくり、更には福祉など社会問題を非営利
的組織に期待するようになった。その行き着く先が具体的には、ボランティアであったり
NPOであったりになる。それは行政の役割を一部国民、市民に委ねて、低コストで公共サー
ビスを行うことである。
図表―２　組織の分類
　社会的には、それぞれの中間に位置する機関として、いわゆる ｢半官半民｣ と呼ばれる
組織がある。日本では、社団法人とか財団法人、他に特殊法人がこれに該当する。最近で
は、こうした法人が収益性を伴う組織化か、それとも公益性の色彩を持っているかにより、
財団法人の場合、一般財団法人と公益財団法人の二つに細分化されるようになり、公益性
の内容が問われるようになってきた。姉妹都市の実態と動向を把握するなど、自治体の国
際化を推進する機関として唯一の組織である ｢財団法人　自治体国際化協会｣ が2014年４
月１日付けで ｢一般財団法人　自治体国際化協会｣ へ法人格を変更したのは前者の一例で
ある。一方、後者の例として従来 ｢財団法人　中小企業国際人材育成事業団｣ として活動
してきた同事業団が2011年４月から ｢公益財団法人　国際人材育成機構｣ へ名称を変更し、
法人格を変えた例などがある。さらに、市民の活動が主体となる組織としてNPO法人（非
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営利法人）が制度化され、既に、50000万に近い数の非営利組織が新しく政府に替わって
社会の様々な分野において活動を行っている。姉妹都市の交流においても例外ではなく、
NPO法人によって今後新しい取り組みが推進されることを期待する。
　官の主導からスタートした姉妹都市は、交流の実績を重ねる毎に財政的理由から民への
移管を余儀なくされているのが実情とされている。各自治体は限られた財源の中で、住民
が成果を直接に実感することが乏しい姉妹（国際）交流に経費を割くことは自ずと限界が
あることから、近年、姉妹都市活動が低調に堕ちいりつつあるとされる。交流の運営に必
要な経費を如何に捻出するかがこれからの大きな課題になってくるが、実は、運営が非営
利組織に移行しても経済的課題は依然として残されたままだと言える。
　｢新しい公共｣（共助社会）と言われる社会的役割を担う概念が登場し、期待されるよう
になってきた。新しい公共とは、見方を変えると官の非効率による限界を民が経済的に補
完、あるいは機能を民に置き換えるものと言ってもいいかもしれない。
　２）多様な社会＝“新しい公共”から“定常型社会”まで
　政府が社会の課題を全て解決できる時代ではなく、経済でいつまでも豊かさを求めるこ
ともできない。成熟化社会では“新しい公共”（政権が交代すると表現が共助社会に変わる）
とか共生社会、あるいは“多文化社会”に向けて、さらには“定常型社会”を目指して社会の
カタチが模索することを余儀なくされる。なかでも、公的部門でもなく私的部門でもない
第三セクターとしての非営利組織（NPO）の役割が健康・医療・福祉、社会教育、まち
づくり、環境保全、芸術・スポーツの分野など各方面で注目されている。
　NPOが発達した国としてオランダが比較的有名である。同国では経済規模の観点から
NPOが生み出す価値を対GDP比で約15.3％（2000年時）に相当しており、大きな比重を占
めている（因みに、米国は6.9％、日本は3.6％）オランダでは政府がなにかを決めようと
する場合、例えば子育について政策を立案しようとする時には、市民の要求を吸い上げて、
可能な限り実態に即した制度をつくり、政策に反映させるようになっているようだ。（｢オ
ランダ流の発想｣ 長阪　寿久、日本経済新聞、2010年２月25日）
　ところで、我が国においてNPO法の成立後について歩みを遡ってみると、その経緯は
極めて最近のことである。
　そもそも、我が国における非営利組織のルーツは古い。全国各地には昔から自衛の消防
団があり、町内会があった。町内会では、今でも運動会や秋祭りを企画し共同体の維持に
当たっている。それが近年徐々に地域共同体が弱体化するにつれ、発展的に“NPO”あるい
は“新しい公共”、“共助社会”と言い換えるようになってきたと考える。それと同時に、そ
の活動領域が広がり、多岐に及ぶようになった。姉妹都市活動でもそうした新しい公共的
組織が担うようになるのも必然の傾向と言えるだろう。
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図表―３　我が国のNPO法人
 
　　　（出所）：内閣府NPOホームページより作成
　1998年、特定非営利活動促進（NPO）法が成立
　2009年、鳩山内閣 ｢新しい公共｣ を掲げる
　2011年、改正NPO法成立
　NPO法が成立してから今日まで十数年が経った。その間に認可されたNPO法人は全国
で40000法人を超えている。栃木県内にも数百のNPO団体がこれまでに生まれている。
そうした団体の中に、国際交流、姉妹都市関連の団体がいくつあるのか、更に、その活動
内容を調べてみると今後の課題が分かってくる。
　鳩山政権が ｢新しい公共｣ を言い出し、期待が高かった。だが、その後の実績を振り返っ
てみると、行政の下請け化が進むだけで多くの課題が残されていることも指摘される。｢
言論NPO｣ を立ち上げた工藤泰志氏によれば ｢量産志向から質の向上｣ へ政策を転換さ
せるべきだと言う。なぜなら、NPO運営の要である資金は寄付に依存する部分が多いに
もかかわらず、寄付を集めていない団体が半分程度に留まっている。と同氏は指摘する。
　自治体が音頭をとり自治体相互で姉妹都市協定を結び、交流を深めてきた。発足から数
年間は官が先行的にスポーツイベント、文化交流などのイベントを繰り返すが、スタート
から数年程も経ると交流の内容がマンネリ化し、交流に刺激が欠けるようになる。
　そこで考えられるのが、交流の音頭取りを官から民へ移管、委ねることである。いつま
でも官に依存し、任せっきりにしていると経費的にも節約が難しく、結局、交流は低調に
ならざるをえない。民の知恵と工夫を姉妹都市の運営に取り入れることにより、姉妹都市
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は新たな段階を迎えるものと期待できる。
　さらに、姉妹都市が国際間の交流を推進する組織であることに鑑みると、NGO乃至非
営利組織が推進機関として台頭して来るのは当然と考えられる。
　NGOの活動を身近な埼玉市におけるケースで検討する。さいたま市には ｢さいたま国
際NGOネットワーク｣ が組織化されており、その目的が次のように述べられている。｢さ
いたま市国際NGOネットワークは、さいたま市内にある、国際協力支援、国際交流活動、
日本語教育支援、生活相談など多国籍市民支援を実施する団体で組織されています。その
活動の目的は、さいたま市民が多国籍市民との交流や相互の理解を深め、地球市民として
民族や国籍を超えてともに公平で平和な真の多文化共生社会の実現に貢献するものです｣
　このように、姉妹都市交流はその発足から姿を徐々に変えNPOやNGOと言う組織で推
進されていることがわかる。しかも、さいたま市の例に見るようそれぞれをネットワー
クで組織化している。なぜ組織化するかといえば、｢さいたま市に拠点を持つ国際NGOが
ネットワークを結び、その強みを生かし、単一のNGOで成しえない地域自治体、教育機関・
他NGO等との連携を実現する｣ と事業のねらいを読み取ることできる。
　非営利組織ついては、既にP　F　ドラッカーが『エッセンシャル版　マネジメント―
基本と原則―』、『非営利組織の経営』などでその意義を高く評価している。活動が社会的
に認知されるようになると、徐々にその非営利組織が抱える課題も明らかになりつつある。
最近では、岩崎保道編著『非営利法人経営論』（大学教育出版）などがある。
　３）姉妹都市と非営利組織
　姉妹都市協定が一度締結されると相互の地域間で各種イベント等を介して往来が盛んに
なり、一般的にはホームステイによる交流が行われる。しかし、時が経つにつれてイベン
トへの参加者が減るなど運営が困難になるケースと、他方、交流がますます盛んになるケー
スとが二つのパターンが考えられる。問題になるのは、交流活動が滞り姉妹都市活動が有
名無実、形骸化することである。姉妹都市締結のなかで活動が活発的に継続されているケー
スはいかなる要因で継続できているのか、反対に、交流の内容が後退し、運営が自治体に
とって負担になるようなことは避けねばならない。そ〜した事態に至らないようにするた
めにはどうすれば良いのだろうか。一般的には初期の取り組みを活かして、それを組織化
することだろう。つまり、双方の地域の間で姉妹都市の交流に参画し、その理念を醸成し
ようとした関係者たちがメンバーとなり、“同窓会”的な組織をグループ化し、それをベー
スに ｢・・・協会｣ とでも呼ぶべき組織を発足させることである。
　更に、その延長上に考えられるのがその法人化であり、具体的には、NPO法人と言わ
れる組織である。以下、最近の事例として、柏市国際交流協会（略称、KIRA）がある。
　柏市では、それまでトーランス市（アメリカ）、承徳市（中国）、グアム（アメリカ）な
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どと国際交流を推し進めていたが、1992年にそれぞれを一本化し、2012年11月、千葉県か
ら ｢特定非営利活動法人｣ の認定を受けて新しく特定非営利活動組織（いわゆるNPO法人）
として新組織を発足させた。
　KIRAの運営は、市からの補助金、会費収入（会員は約1000人、団体会費が10000円、
家族会費が5000円、個人会費2000円、学生会費1000円）、寄付金、事業収入で成り立って
いる。日常的には、12の委員会を設けて従来の活動を発展的に推進している。
　他にも、姉妹都市活動組織にNPO法人格をもたせることによって、活動をより一層拡
充させようとする事例がある。お主なものとしては、
｢横須賀国際交流協会｣（2003年）
｢出雲フィンランド協会｣（2004年）
｢富山県日中友好協会｣（2006年）
｢福井県日中友好協会｣（2006年）
｢芦屋市国際交流協会｣（2008年）
｢三重県日本中国友好協会｣（2010年）
などがある。こうした団体は従来、任意団体として活動を続けていた姉妹都市交流組織で
あり近年、次々とNPO法人格を得るようになった主な例である。
　日本にあるNPO法人数が5万近くを数えるまでに増え、それぞれの活動分野も多岐にわ
たるようになってきた。５万弱を数えるNPO法人のなかで姉妹都市交流に属する法人は現
在にところ必ずしも多い訳ではないけれども、姉妹都市の理念あるいはNPOの本質から考
えてみると、これまで官に対して協力するという関係で姉妹都市を継続させていた任意団
体も、NPO法人格をもつようへ組織を変えて、活動する機関が増えることと考えられる。
他に、従来の団体をNPO法人でなくて、いわゆる公共性の性格が強い公益財団法人へ移
行させた松戸市国際交流協会（平成25年４月）の事例もある。
となれば、NPOといわれる非営利組織の運営とその経営内容を当然考え、問わねばなら
なくなる。
　４）主役は誰
　栃木県では、中国の浙江省の他各自治体が各地と姉妹都市関係を結んでいる。以下では、
浙江省とのケースを姉妹都市の事例として、その沿革と概略をベースに姉妹都市に内在す
る課題、例えば、経費負担、イベント企画、組織運営などについて検討、分析して今後の
姉妹都市を考える上での参考にする。
　福井県、静岡県も浙江省と姉妹都市を締結しているので、それぞれの活動とこれまでの
実績を対比することにより姉妹都市交流の姿を描き出してみることにする。
交流会館と呼ばれる箱物を建設し、日常的な活動を支えているものがある。以下、栃木県、
461
姉妹都市の省察（下）
静岡県、福井県が姉妹都市関係を結んでいる中国の浙江省との間における具体的事例から
検証してみる。
　４）－①静岡県の場合
　浙江省とのケースは、他の二県に比べて静岡県が最も古く、これまでに十分な蓄積と実
績がある。その活動内容を振り返ってみると、静岡の特産であるお茶の栽培・作法などを
ベースにした交流等が海外では興味を惹き、当然のこととされる。
　また、静岡県の場合、県内に浙江省の自治体と提携している市として三島市、富士市、
島田市の三市があり、各々麗水市、紹興市、湖州市と交流がある。富士市は紹興市の他に
も嘉興市と姉妹都市提携を結んでいる。公益財団法人（基本財産：9億1700万円）静岡県
国際交流基金が年間事業費訳5000万円で県下にある27の国際交流団体とともに推進に当
たっている。
　４）－②福井県の場合
　栃木県と並んで現地に友好会館を建設したことから、交流には本格的な取り組みが期待
される。福井県内の自治体では福井市が浙江省の杭州市と、敦賀市が台州市、小浜市が平
湖市、あわら市が紹興市、永平寺町が張家港市と姉妹都市提携を結んでいる。県内の各市
町がこのように県と重複して、日中交流を積み重ねようとする新しい取り組みが窺える。
しかも、県立大学が浙江省の大学と交流を推し進めていることは、国際交流を産学官によっ
て取り組もうとする新時代のあり方を示しているように思われる。
　４）－③栃木県の場合
　栃木県が浙江省と姉妹都市提携を結んだのを他の二県と比べてみると、1993年10月に締
結し、後発で10年の歩がある。静岡県や福井県と同様に、栃木県でも栃木市が浙江省の金
華市（1990年）と、佐野市が衡州市（1997年）と、小山市が紹興市（2009年）と、矢板市
が徳清県（2002年）と各々、県内の四市が浙江省の自治体と提携関係にある。さらに、県
内の大学も浙江省にある大学と交流を深めるようになったことを考え合わせると、まさに
姉妹都市の推進は“産学官”交流による国際交流と言い直すこともできるが、本来の産学官
の姿による本格的な交流には未だの感を抱かざるをえない。
　県内の小山市は2009年10月に浙江省の紹興市と友好都市を締結したのを記念して、五周
年を節目に2014年10月、友好訪問団を紹興市へ派遣し、同市の経済開発区を視察した。友
好都市で経済交流を主目的にする訪問団派遣は珍しいケースと言えよう。一行には小山市
内の企業関係者など十数名が参加し、経済開発区に進出した日系企業の工場を見学するな
ど、相互に意見交換をしたと伝えられる。
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図表－４　浙江省の姉妹都市活動
時間 静岡県 福井県 栃木県
1982 静岡県、浙江省友好提携調印 福井県日中各界代表訪中
1987
島田市が湖州市と友好都市
提携調印
勝山市日中友好協会設立
浙江省から技術研修員受入
れ開始
1989
福士市が嘉興市と友好都市
提携調印
福井市と杭州市友好提携調印
「友好交流に関する協定書」
締結
1990
浙江省民間企業研修生受け
入れ開始
福井県と浙江省「友好協力
協定書」締結
西湖もくせいマラソン大会
への県選手団派遣開始
1991
福井大学と浙江大学との交
流に関する協定書調印
「浙江省越劇団小百合」が県
内公演
1992 友好提携10周年
浙江省から国際交流員を受
け入れ（以降、毎年）
県立博物館10周年記念「浙
江省文物展」開催
1993
福井県と浙江省友好提携協
定書締結
「友好提携協定書」締結
1994
杭州市西湖のほとりに「静
岡県浙江友好会館」完成
浙江省の高校生が福井県を
訪問（以降、隔年）
栃木県友好交流員の浙江省
派遣開始
1995
簫山経済開発区内に静岡工
業団地を開設
福井県から民間研修生を浙
江省に派遣（以降、毎年）
国民文化祭に「杭州雑技芸
術団」参加
1996
福井、浙江友好会館「水仙楼」
が落成
1997
三島市と麗水市が友好都市
提携調印
春江町と嘉興市友好協議書
調印
栃木浙江友好会館「杜鵑楼」
竣工
2002 友好提携20周年
外務省中国青年研修事業受
入開始
「日中青年フォーラム」参加
2003
静岡県浙江省チャーター便
交流事業開始
友好提携10周年
栃木県と浙江省友好提携10
周年
2004
福井県、浙江省経済交流促
進機構10周年
中国投資環境調査ミッショ
ン派遣
2006
ＮＰＯ法人福井県日本中国
友好協会設立
浙江省友好代表団来県
2008
防災に関する相互応援協定
締結
杭州市で「福井県観光説明
会」開催
浙江書青年連合会代表団来
県
2009
県立中央図書館と浙江図書
館との友好提携調印
栃木県、浙江省書法友好交
流展開催
2012
友好提携締結30周年、緑茶
博覧会
浙江省経済交流促進機構職
受入れ
2013
浙江省の大規模代表団が訪
問
友好提携締結20周年
友好提携20周年、祝賀行事
に参加
（出所）劉　作成
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図表―５　中国の非営利組織について
　　　 
　（出所）｢クレア　レポート｣ 自治体国際化協会より作成
３、共生型社会に向けて
　１）多文化社会の形成
　少子化が唱えられてから全国各地では少子化対策が検討されている。平成26年7月には、
全国知事会で ｢少子化非常事態宣言｣ が採択され、少子化が全国的な課題とされるように
なった。少子化の影響は既に大学において顕著に現れ、大学の数が増えるとともに受験者
数の減少となり、誰でもが大学に入れるいわゆる ｢全入時代｣ が一足先に訪れている。こ
れまで地域における人口減少は特定の地域において ｢過疎｣ 現象としてとらえられてきた
が、少子化がもたらす人口減は過疎と過密の関係ではない。
　他方、経済の国際化は否応なしに進んでいく。つまり、国際間で商品を取引するいわゆ
る貿易のみならず、海外で生産活動を営むなど資本の移動が日常的のこととなっている。
加えて、労働移動までヒト・モノ・カネなどあらゆる経済要素が幅広く国際間で移動して
いる。
　少子化と経済の国際化に対応する先にあるものとして留学生問題が考えられる。留学生
問題を国策として考えた場合、我が国では留学生受け入れ10万人計画あったが、最近では
30万人まで増員することになっている。オーストラリアでは、留学生を輸出産業として捉
える考え方が以前からあり、今では50万人とも言われる留学生を受け入れていると言わ
れる。観光客、労働者として外国人を受け入れるばかりでなく、20歳代の若者を海外から
民弁非企業
単位 
基金会 
例：道和環境発展研究所
 
例：北京紅丹丹教育文化交流センタ
例：社区参与行動
例：中国児童少年基金会
例：騰訊公益慈善基金会
社会団体 
例：中国環保機械産業協会
登録団体
 
草の根団体 
例：日本中国友好協会
中国のNPO
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受け入れることは知的活動の国際化に資することのみならず、その実績がソフトパワーと
して将来において、国際間の友好関係を築く上で極めて重要な意義をもとものと言えよう。
その実現に向けて大学のみならず、自治体も一緒になって取り組むべき時期が到来してい
る。そこに形成されるのが神奈川県の“イチョウ団地”と呼ばれる多文化が相互に影響し合
う共生社会であり、そのための枠づくりが目下各地における政策の課題になっている。
　言い換えるならば、大学を離れた場所、つまり、全国の自治体において、脱工業化社会
に向けた地域のあり方が問われていることになろう。そこでは伝統文化が継承され、なお
かつ、育むことが成熟社会に求められている。国際間の交流を促進し、地域に新しい文化
を創造することになる。例えば、長野県の北部にある飯山市では外国人の誘致に意欲的で
新たな可能性を秘めた取り組みを積極的に推し進めている。地域づくりの視覚にはこれか
らの我が国が抱える少子化、過去にローマクラブが唱えた ｢成長の限界｣ が本物になりつ
つあるなどを念頭におき“定常型社会”、国際化と少子化を同時に問う、南方熊楠マンダラ
につながる。鶴見和子風に言い換えれば、“一度壊れたものは二度と作り直すことが出来
ない”もはやそれは“回復”ではなく“回生”と言うことになる。
　２）姉妹都市と留学生
　自治体ベースで始まった姉妹都市交流が時に財政難等を理由に活動が低調することがあ
る。最近の低調ぶりは、まさにその通りで本格的な交流から遠のいた感が否めない。発足
当時は目新しいこともあり、相互間の往来・交流が活発に繰り返されていたにもかかわら
ず、首長による形式的な往来は姉妹都市の本来的姿ではないと言える。
　これまでの実績に加味するものがあるとすれば、ホ－ムスティ－による青少年による交
流はもちろんだが、それに加えて大学生レベルの交流を本格化させることが望まれる。大
学といえば、若者を対象にした高等教育機関であり、高等教育を受けようとする若者は国
内に留まらず、国際的に移動する。そうした学問と若者の国際間移動を以て“輸出産業”だ
と言い換えることもある。代表的例はオーストラリアである。同国では、かねてから留学
生の受け入れに国を挙げて積極的で、海外からの留学生受け入れでは目立った実績を挙げ
ている。
　具体的には、姉妹都市関係にある自治体間では相互に大学生を優先的に留学生として受
け入れ、派遣する制度をつくることである。栃木県の場合、県内各地にある公共施設（美
術館、博物館など）の入場料を留学生に限り無料にすることにした。これからは姉妹都市
先からの留学生には、授業料はもちろんのこと住宅などの面においても便宜供与を行って
いくことが望まれる。経済が国際化すればする程、留学生を一時的な訪問者として受け入
れるのではなく、日常生活のパートナーとして受け止めることが相応しい。
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図表―６　留学生数の推移
 
（出所）：日本学生支援機構
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